




⑤外資系企業の誘致について、５月にフランスを訪問し、商社と連携してヨーロッパを代表する航空機製造

企業などと意見交換を、７月にイギリスを訪問し、ＧＮＩと連携してファンボローエアショーに参加し各

国の航空産業クラスターと意見交換を、８月にアメリカを訪問し、外資系航空機産業などの誘致に向けた

活動を実施したところです。今後は、これまでの海外ミッション等で構築したネットワークを活用し、県

内への投資につなげていく必要があります。また、外資系企業の県内への誘致に向けて、多くの外資系企

業や大使館等が集まる首都圏においても、積極的なＰＲ活動を展開していく必要があります。 

⑥海外誘客の取組として、台湾については、現地旅行会社へのセールスを継続して実施し、台湾大手靴メー

カー「Ｌａｎｅｗ（ラニュー）」による大規模ハイキングツアーが熊野古道松本峠等で催行（8/26～9/7 

全 11 班 600 名超）され、地元関係者とともに支援を行いました。また、シンガポールでは、人気ブロガ

ーを活用した情報発信や同国旅行博覧会において旅行商品のセールスを促進するとともに、タイやマレー

シアについては、本県へのメディアの取材や旅行会社視察が行われ、現地での情報発信の機会も増加して

います。さらに知事によるトップセールス（9/9～9/12）や昨年のマレーシアに続き、タイにおいても「三

重県海外観光特使」を委嘱するなど、誘客促進を図っています。今後も、重点国・地域を対象にその国の

実情に応じた効果的なセールスを展開し、一層の海外誘客を促進する必要があります。 

⑦海外での本県の認知度を高めるため、台湾大学院生等を活用し、フェイスブック等による観光情報発信を

行うほか、訪日外国人向けフリーペーパーによる本県観光情報の特集記事を掲載しました。 

⑧外国人観光客の利便性向上のため、無料公衆無線ＬＡＮ（Ｆｒｅｅ ＷｉＦｉ ＭＩＥ）をこれまで県内

73 ヶ所に整備を行ってきましたが、今年度も、熊野古道世界遺産登録 10 周年を迎えた東紀州地域におい

て新たに５ヶ所の整備支援を行いました。今後も、「みえ旅案内所」を中心に整備支援を行っていきます。

また、10 月から外国人観光客向けの消費税免税対象品目が拡大されることから、免税店の拡大を図るた

め外国人観光客向けの説明会（津市、鳥羽市、伊勢市、熊野市）を開催するとともに、マレーシアやイ

ンドネシアなどのムスリム（イスラム教信仰者）への対応として、ハラル研修会を開催しました。引き

続き、外国人観光客の受入環境を整えていく必要があります。 

⑨県内環境関連企業の海外展開の足掛かりとするため、国際協力機構（ＪＩＣＡ）や環境省等の事業への

申請について、ＩＣＥＴＴや三重県海外ビジネスサポートデスクと連携して支援を行いました。また、

中部経済産業局やＩＣＥＴＴ等関係機関と中部地域における環境ビジネスの海外展開等について、意見

交換及び情報共有等を行いました。今後は、平成 25 年度に共同宣言を行ったブラジルについて、ＩＣＥ

ＴＴのネットワーク等を活用し、環境に係る課題やニーズを調査・把握するとともに、インド、アセア

ンについては、ミッションにおいて構築したネットワークをさらに強化していくなかで、今後の展開に

つなげていく必要があります。 

⑩大使館等とのネットワークについて、４月にキャロライン・ケネディ駐日米国大使が来県された際、昼

食会や植樹式などで日米親善交流を深めるとともに、５月に知事が、駐日中国大使、駐日英国大使、駐

大阪英国総領事、駐日フィンランド大使を表敬訪問しました。また、米国、ブラジル、英国、フランス、

オランダ、フィンランド、中国、台湾、タイ、インドネシアの駐日大使館・領事館関係者などとの交流

により関係強化を図りました。さらに、５月に開催されたイギリス・ロンドンでのジェトロ主催の対日

投資セミナーにおいて、三重県のビジネス環境や外資系企業誘致施策及びその実績、さらには忍者や伊

勢神宮、「食」など三重県の魅力を総合的にＰＲするプレゼンテーションを実施しました。 

⑪県産農林水産物等の輸出については、三重県農林水産物・食品輸出促進協議会会員に対して輸出に向け

た商品登録を促すとともに、今後計画する台湾、タイでの物産展等のバイヤーに商品提案を行いました。

また、６月には台湾で行われた国際見本市に出展し、販路開拓を支援するとともに、輸出に向けた基礎

知識の習得を目的としたハラール研修会を開催しました。今後はこれまで取り組んできた物産展による

ニーズ把握から商談会や見本市等ＢtoＢの商談機会の創出に重点を移していく必要があります。また、

事業者の輸出に関する知識向上等を図っていく必要があります。 

 





  ②外資系企業誘致促進事業（再掲）【基本事業名：32101 国内外の企業誘致の推進】 

   予算額：(26) １６，２６７千円 → (27) ６，５５５千円 

   事業概要：国際的な競争力や先端の技術等を有する外資系企業の誘致に向け、ＧＮＩやジェトロなど

の関係機関と連携しながら、これまでの海外ミッションで構築したネットワークを活用し、

県内の操業環境に関する情報発信を進めるとともに、外資系企業誘致セミナーの開催など

積極的に取り組みます。 

 

  ③海外プロモーション推進事業（再掲）【基本事業名：34202 三重県を訪れる海外誘客戦略】 

   予算額：(26) ２２，４４４千円 → (27) ２６，７８４千円 

   事業概要：台湾、タイ等東南アジアで開催される旅行博覧会への出展、メディア招聘及びフェイスブ

ック等ＳＮＳを活用した情報発信により本県の認知度向上を図ります。また、他県との連

携や中部北陸９県による昇龍道など広域的取組を活用しつつ、海外の旅行事業者へのセー

ルスや商談会開催など外国人観光客の誘客を図ります。 

 

④日台観光交流推進事業【基本事業名：34303 海外自治体等と連携した誘客戦略の展開】 

   予算額：(26) ５，１８４千円 → (27) ５，００８千円 

   事業概要：海外誘客の重点地域である台湾については、平成 25年の日台観光サミットを一つの契機と

した台湾北部中心の誘客促進から、台中・高雄などの台湾中南部を加えた誘客促進に取り

組みます。台湾「ランタンフェスティバル」、新北市「平渓国際天灯祭り」への出展を継続

するとともに、台北、台中、高雄などの観光事業者から三重県旅行商品造成にあたっての

助言を得るアドバイザリー会議を開催するなど、三重県の認知度向上、誘客促進を図りま

す。 

 

⑤ミラノ国際博覧会出展事業（再掲）【基本事業名：32301 地域資源を活用した産業の振興】 

   予算額：(26) ８，６８４千円 → (27) ６３，４３５千円 

   事業概要：ミラノ国際博覧会に出展することにより、三重県にある自然、食、豊かな文化等多様な魅

力について情報発信し、ヨーロッパ等からのインバウンドの拡大や、海外への販路拡大に

つなげます。併せて、ミラノ市内において、食に関する業界関係者や消費者に対して販路

拡大につながる取組（ＢｔｏＢ、ＢｔｏＣ）を行います。 

 

  ⑥（新）サミット関係閣僚会合関連事業（再掲）【基本事業名：32301 地域資源を活用した産業の振興】 

   予算額：(26)   － 千円 → (27) ３０，００５千円 

   事業概要：2016 年に日本で開催予定の主要国首脳会議（サミット）関係閣僚会合の本県での開催に向

け、本県の知名度向上や地域の受入体制整備、開催機運を盛り上げるため、ＰＲや関連イ

ベントを行い、会合の開催及び関係者の受入を円滑に進めます。 

 

  ⑦食の産業振興支援事業（一部再掲）【基本事業名：32301 地域資源を活用した産業の振興】 

   予算額：(26)   － 千円 → (27) ２，７８３千円 

   事業概要：米国で開催される食の国際会議「ワールド・オブ・フレーバー」に出展し、三重の食を世

界に向けてアピールします。 

 

⑧友好提携等推進事業【基本事業名：34301 国際交流・貢献活動のネットワーク化の推進】 

   予算額：(26) １，６１４千円 → (27) １，６２７千円 

   事業概要：ブラジル・サンパウロ州や中国河南省など友好提携先との交流を継続します。 



 

 

⑨農林水産物・食品輸出イノベーション事業（再掲） 

【基本事業名：31101 新たなビジネス創出に向けた基盤づくり】 

予算額：(26) ７，５９９千円 → (27) ７，７６７千円 

 事業概要：台湾やアセアンをターゲットに三重県物産展を開催し、消費者ニーズを把握し継続取引を

めざすとともに、食品見本市等への出展及び海外に販路を持つバイヤーを県内へ招へいし、

ＢｔｏＢの商談機会を確保することにより、県産品の輸出拡大をめざします。 
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